
 
市有財産売買契約書（見本） 

 

売払人山鹿市（以下「甲」という。）と買受人          （以下「乙」という。）と

は、次の条項により市有財産の売買契約を締結する。 

 

 （信義誠実の義務） 

第１条 甲、乙両者は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行するものとする。 

 （売買物件） 

第２条 売買物件は、末尾記載の物件とする。 

２ 前項に定める数量は、登記所備付登記簿による数量であり、乙は、本数量をもって契約数量

とすることを了承するものとする。 

 （売買代金） 

第３条 売買代金は、金       円とする。 

 （契約保証金） 

第４条 乙は、本契約締結と同時に、契約保証金として金       円（売買代金の１００

分の１０以上）を甲に納付しなければならない。 

２ 前項の契約保証金は、第２０条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 

３ 第１項の契約保証金には利息を付さない。 

４ 甲は、乙が次条に定める義務を履行するときは、第１項に定める契約保証金を売買代金の一

部に充当するものとする。 

５ 甲は、乙が次条に定める義務を履行しないときは、第１項に定める契約保証金を甲に帰属さ

せるものとする。 

６ 入札保証金は、第１項の契約保証金に充当するものとする。 

 （売買代金の支払） 

第５条 乙は、売買代金のうち前条第１項に定める契約保証金を除いた額を、甲の発行する納入

通知書により令和７年８月２０日までに支払わなければならない。 

（遅延利息） 

第６条 乙は、前条に定める期日までに売買代金を納入しなかった場合は、当該期限の翌日から

納入の日までの日数に応じ、未納金額について年３．０パーセントの割合で計算した遅延利息

を甲に支払わなければならない。この場合において、遅延利息の額が１００円未満であるとき、

又はその額に１００円未満の端数があるときは、その全額又は端数を切り捨てるものとする。 

（売買代金等未納の場合） 

第７条 甲は、乙が第５条及び前条に定める債務を履行しないときは、催告なしにこの契約を解

除することができる。この場合、第４条第１項に定める契約保証金は、甲に帰属するものとす

る。 

（所有権の移転） 

第８条 売買物件の所有権は、乙が売買代金を完納した時に乙に移転する。 

（所有権移転登記） 

第９条 乙は、前条の規定により売買物件の所有権が移転したときは、所有権の移転した日から

３０日以内に権利者を乙として所有権移転登記を行うものとし、甲は、所有権移転に必要な書

類を乙に提出しなければならない。 

【別添２－１】 



 

（売買物件の引渡し） 

第１０条 甲は、第８条の規定により売買物件の所有権が乙に移転したときに引き渡しがあった

ものとする。 

（特約条項） 

第１１条 乙は、売買物件が山鹿市有財産一般競争入札要項【売買物件：旧岩野保育園】の内容

であることを了承したうえ、現状有姿のまま売買物件を買い受けるものとする。 

２ 乙は、甲から売買物件の引渡しを受けた後において、建物、工作物等の解体、撤去、処分等

に要する費用があってもこれを甲に請求することができないものとする。 

（契約不適合責任） 

第１２条 乙は、引き渡された売買物件が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの（以

下「契約不適合」という。）であるときに、当該契約不適合を理由として、履行の追完請求、代

金減額請求、損害賠償請求、契約の解除請求をすることはできない。 

２ 前項の規定にかかわらず、この契約が消費者契約法（平成１２年法律第６１号）の適用を受

ける場合は、甲は、土地についての契約不適合に限り売買物件引き渡しの日から２年間、売買

代金の減額のみの責を負うものとする。 

３ 前条の内容については、第１項の契約不適合に該当しない。 

（危険負担） 

第１３条 本契約締結の時から売買物件の引渡しの時までにおいて、当該物件が天災地変その他

の甲又は乙のいずれの責に帰することのできない事由により滅失又は損傷し、修補が不能又は

修補に過大な費用を要し、本契約の履行が不可能となったときは、甲乙双方書面により通知し

て、本契約を解除することができる。また、乙は、本契約が解除されるまでの間、売買代金の

支払いを拒むことができる。 

２ 甲は、売買物件の引渡し前に、前項の事由によって当該物件が損傷した場合であっても、修

補することにより本契約の履行が可能であるときは、甲は、売買物件を修補して乙に引き渡す

ことができるものとする。この場合、修補行為によって引渡しが本契約に定める引渡しの時を

超えても、乙は、甲に対し、その引渡しの延期について異議を述べることはできない。 

３ 第１項によって、本契約が解除された場合、甲は、乙に対し、受領済みの金員を無利息で速

やかに返還するものとする。 

（公序良俗に反する使用等の禁止） 

第１４条 乙は、次の次号に掲げるものの用に供し、また、これらの用に供されることを知りな

がら、所有権を第三者に移転し、又は売買物件を第三者に貸してはならない。 

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

に規定する暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員のその活動のための事務所又は

これに類するもの。 

(2) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条

第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業及び同条第１３項に

規定する接客業務受託営業の事務所又はこれに類するもの。 

（実地調査等） 

第１５条 甲は、乙の前条に定める公序良俗に反する使用等に関して、甲が必要と認めるときは

実地調査を行うことができる。 

２ 乙は、甲から要求があるときは、売買物件について利用状況の事実を証する登記事項証明書

その他の資料を添えて売買物件の利用状況等を甲に報告しなければならない。 

３ 乙は、正当な理由なく第１項に定める実地調査を拒み、妨げ若しくは忌避し又は前項に定め



 

る報告を怠ってはならない。 

（違約金） 

第１６条 乙は、次の各号に定める事由が生じたときは、それぞれ各号に定める金額を違約金と

して甲に支払わなければならない。 

(1) 前条に定める義務に違反したとき 売買代金の１割 

(2) 第１４条に定める義務に違反したとき 売買代金の３割 

２ 前項の違約金は次条第４項及び第２０条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しな

い。 

（契約の解除） 

第１７条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないときは、本契約を解除することができる。 

２ 甲は、乙が第１４条に定める義務に違反したとき、又は次の各号の一に該当していると認め

られるときは、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。 

(1) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である

場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経

営に実質的に関与している者をいう。以下「役員等」という。）が、暴力団又は暴力団員によ

る不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」と

いう。）であるとき 

(2) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

(3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしてい

るとき 

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

３ 甲は、前項の規定により本契約を解除した場合は、これにより乙に生じた損害について、何

ら賠償ないし補償することは要しない。 

４ 乙は、甲が第２項の規定により本契約を解除した場合において、甲に損害が生じたときは、

その損害を賠償するものとする。 

（解除権行使時の返還金等） 

第１８条 甲は、前条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を返還する。た

だし、当該返還金には利息を付さない。 

２ 甲は、解除権を行使したときは、乙の負担した契約の費用は返還しない。 

３ 甲は、解除権を行使したときは、乙が売買物件に支出した必要費、有益費その他一切の費用

は償還しない。 

（乙の原状回復義務） 

第１９条 乙は、甲が第１７条の規定により解除権を行使したときは、甲の指定する期日までに

売買物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、甲が売買物件を原状に回復させ

ることが適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。 

２ 乙は、前項ただし書の場合において、売買物件が滅失又は損傷しているときは、その損害賠

償として契約解除時の時価により減損額に相当する金額を甲に支払わなければならない。また、

乙の責に帰すべき事由により甲に損害を与えている場合には、その損害に相当する金額を甲に

支払わなければならない。 

３ 乙は、第１項に定めるところにより売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する期日まで



 

に、当該物件の所有権移転登記の承諾書を甲に提出しなければならない。 

（損害賠償） 

第２０条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないため損害を受けたときは、その損害の賠

償を請求できる。 

（返還金の相殺） 

第２１条 甲は、第１８条第１項の規定により売買代金を返還する場合において、乙が本契約に

定める損害賠償金を甲に支払うべき義務があるときは、返還する売買代金の全部又は一部と相

殺する。 

（契約の費用） 

第２２条 本契約の締結及び履行等に関して必要な費用は、乙の負担とする。 

（近隣住民等への配慮） 

第２３条 乙は、本物件引渡し以後においては、十分な注意をもって本物件を管理し、近隣住民

その他第三者との紛争が生じないように留意するものとする。 

（協議事項） 

第２４条 この契約書に定めのない事項及び疑義の生じた事項については、甲乙協議して定める

ものとする。 

（裁判管轄） 

第２５条 本契約に関する訴訟の提起等は、甲の所在地を管轄する裁判所において行うものとす

る。 

 

 

 この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を所

持する。 

 

  令和  年  月  日 

 

 

              熊本県山鹿市山鹿９８７番地３ 

甲  山鹿市 

              代表者 山鹿市長 早 田 順 一 

 

 

           乙  住    所 

 

              商号又は氏名 

 

              代表者氏名 

 

 

 

 

 

 



 

 

売買物件 

物件名  津留駐在所跡地 

所 在 地 

及  び 

地  目 

 山鹿市津留字多々羅２７６４番１  宅地 

地  積  ２８４．２５㎡（公簿） 

備  考  当該地内の一部に土地に定着する工作物等有り 

 

 


